
第７回 三重県手話言語に関する条例検討会 事項書 

 

日時：平成 28 年２月 26 日（金）10:00～ 

場所：601 特別委員会室 

 

１ 各委員からの意見シートについて提出者説明 

 

 

 

 

２ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】 

資料１ 意見シート（各委員提出） 

資料２ 三重県手話言語に関する条例検討会 各委員の意見の取りま

とめ 

資料３ 三重県手話言語に関する条例検討会 今後のスケジュール見

通し（案） 















































【項目】 委員意見

・手話だけでなく、少なくとも要約筆記や、磁気ループなど、情報を得
　るに必要な状況を作り出せる保障がなされることが必要であると考え
　る。しかし、手話言語条例というそもそもの目的からすると、コミュ
　ニケーションを主目的とする条例にはすべきでないと考える。
　（小島委員）

・「手話言語・障がい者コミュニケーション条例」として、取り組む。
　（山内委員）

・全国的には手話のみではなく、コミュニケーションまで踏み込んだ条
　例もでてきているようだが焦点を絞るという意味からも絞り込んで制
　定を目指すべき。（倉本委員）

・手話を言語であることを確立した上で障がいを持つ方々の多様な情報
　コミュニケーション手段を保障する内容にしたい。（稲森議員）

・三重県聾学校で教育活動の中で手話を取り入れて全国でも先進的であ
　った経緯を入れる。（中瀬古委員）

・以下を前文で触れる。
　「手話を含めた障がい者のコミュニケーション手段の充実と障がい者の
　情報の保障を図る」（水谷委員）

・「心のバリアフリー」、「音のない世界」、「手話言語とは声であ
　り、心である」等の表現を盛り込んではどうか。また、東日本大震災
　での聴覚障がい者の被災状況も。（山内委員）

・三重県のろう者の状況、ろう教育の歴史とろう者の現状など三重県
　の特徴を盛り込む。（岡野委員）

・群馬県と同じようなものでいいのではないかと思うが、「安全に」
　という言葉が必要と考える。（大久保委員）

・「聴覚障がい者が活躍できる社会の実現を目指して」という文言を
　入れる。（山内委員）

・手話の言語認知としての認識をおさえる。（岡野委員）

・ろう者とろう者以外の者が共生することのできる地域社会の実現を
　入れる。（岡野委員）

〔手話の定義について〕
・手話言語としての「日本手話」であると明記すべき。（中瀬古委員）

〔ろう者の定義について〕
・手話を言語として使用し、アイデンティティとしている者（山内
　委員）

・神奈川のような「ろう者」や「手話の普及」の定義は不要。「手話
　言語の定義」が必要。（田中委員）

〔聴覚障がいの定義について〕
・ろう者、軽～高度難聴者、中途失聴者、老人性難聴者（山内委員）

・「ろう者とろう者以外のもの」という表現について検討したい。
　（山内委員）

三重県手話言語に関する条例検討会　各委員の意見の取りまとめ（総論・各論部分）

【条例の対象範囲】

【前文】

【目的】

【定義】

資料２ 



・意思疎通を（手話）言語で行う権利（中瀬古委員）

・生まれながらのろう者と、生まれてからろう者になった者の両者の立
　場が尊重できる条例にしていきたい。（長田委員）

・「手話が、独自の言語体系を有する文化的所産」(神奈川県)などの文
　化的な違いというものを明確にすべき。（倉本委員）

・「議会の責務」の明記（芳野委員）

・「普及推進」、「理解を深めること」と並べて「人材育成」を加筆
　するべき。（大久保委員）

・鳥取県のように明記する（合理的配慮と手話環境整備）。
　（岡野委員）

・鳥取県のように、「……手話の普及その他の手話を使用しやすい
　環境の整備を推進する。」と具体的な表現が望ましい。（長田委員）

・市町の責務でなく市町との連携及び協力（中瀬古委員）

・市町の責務はそれぞれの自治体が設ければよい。神奈川県、群馬県の
　市町村との連携及び協力の方が望ましい。（田中委員）

・市町村の責務を位置付ける。（岡野委員）

・県民の役割や事業者の役割については、おしつけにならないようにす
　べき。（岡野委員）

・（ろう者等による普及啓発）は「ろう者の役割」として総論に置
　く。（芳野委員）

・事業者の役割は必要であるが、神奈川県のように事業者が手話の使用
　に関して配慮する旨の条例は、ろう者の雇用の門戸を狭くする。
　（田中委員）

・事業者の役割については、おしつけにならないようにすべき。
　（岡野委員）

【計画の策定等】
・鳥取県の条例に学んで、計画の策定及び推進が必要かと思う。
　（岡野委員）

・高等教育機関の学生にも手話の教育環境を整備するために「ろう児
　等」に「学生」も加える。（芳野委員）

・乳幼児期からの手話の教育環境の整備、手話を学ぶ機会を確保
　（中瀬古委員）

・教育については、聾学校の教員の配置、専門性向上のための研修、
　手話の普及等について群馬県のように書き込みたい。また、乳幼児
　期からの言語環境の整備等や子どもたち自身の言語の選択保障にも
　言及できたらと考える。（小島委員）

・ろう児を対象にした特別支援学校等においては、手話を必須教科と
　することを記述。（田中委員）

・教育の中での手話の普及、理解の書き込みとともに、手話指導者の育
　成等「人材育成」を明記するべきと考える。（大久保委員）

・手話による情報取得、意思疎通支援の施策（中瀬古委員）

・遠隔手話通訳（電話リレーサービス）の実施（中瀬古委員・田中委員）

【手話の意義／基本理
　念】

【基本的施策】
（手話通訳支援）

【市町村の責務／市町
　村との連携及び協力】

【事業者の役割】

【県民の役割】

【基本的施策】
（手話教育）

【県の責務】



・手話通訳人材育成と指導者養成（中瀬古委員）

・手話通訳者の確保・養成等は欠かすことができないので、鳥取・群馬
　両県の条例のボリュームは必要と考える。（小島委員）

・鳥取県のように、「指導者の確保、養成及び手話技術の向上」という
　言葉は、入れてもらいたい。（長田委員）

・手話通訳者等の確保、養成については近々の課題であり、個別規定
　の中でも特に重要。（倉本委員）

・「観光旅行者、その他の滞在者への対応」の規定を設ける。
　（芳野委員）

・観光立県を目指す三重県ならではの公共施設や公共交通等での情報提
　供や通訳サービス（中瀬古委員）

・地域の課題に対する施策を講じられるような内容を入れ込めると
　良い（例えば、防災対策や観光対策など）。（小島委員）

・観光客をはじめ訪れる方々への支援を充実させて地域戦略としても生
　かせるものに。（稲森議員）

・（手話を用いた情報発信）に次の項目を設ける。（芳野委員）
　「県は、災害時における避難方法、被災後の生活等必要な時期にろう
　者に必要な支援ができるよう努めるものとする。」

・災害支援体制の拠点づくり（中瀬古委員）

・防災については、三重県は南北に長いことから、南部、北部での災
　害時の支援拠点は必要であろう。災害時の支援体制を織り込む。
　（水谷委員）

・県土、県の周囲の半分近くが海岸線であり、自然災害等に対応する
　ため、三重県独自の条例として、基本的施策の中に、災害対応の施策
　について書き込むべき。その点の県の責務と市町との連携が必要だと
　考える。（大久保委員）

・議会改革の先進県である三重県議会であるならば、「ろう者の政治
　参加」を条文に記述。ろう者が、手話を用いて、選挙（被選挙を含
　む）、住民投票、請願、議会等における参加及び傍聴、情報の受信
　及び発信を行うことができる等、ろう者に配慮した条文とする。
　（田中委員）

・聴覚障がい者の「働く環境」の開発等（山内委員）

【基本的施策】
（その他）

・可能な箇所は「努める」ではなく、「行う」と具体的に記述していた
　だきたい。（長田委員）

【財政上の措置】
・財政上の措置等について、条例上は群馬県のような「努める」という
　表現が望ましいと考えるが、協議会なども含めて附帯決議等の手法を
　検討すべき。（倉本委員）

・手話施策推進協議会の設置を入れることが必要だと思う。
　（小島委員）

・手話施策推進協議会が必要。（田中委員）

・手話施策推進協議会（仮称）を設置すべき。（水谷委員）

・手話審議会等を設置し、当事者はもちろん、教育関係者や商工業者
　など広く意見を聞くことができるようにする。（岡野委員）

【協議会】

【基本的施策】
（手話通訳者養成等）

【基本的施策】
（新規）



・前文としては神奈川県のものを中心として作成したい。
　（水谷委員）

・県の責務から事業者の役割については、三県ともに参考にして考え
　る。（水谷委員）

・計画の策定等と基本的施策については鳥取県、群馬県を参考にす
　る。（水谷委員）

・総論の項目としては、群馬県と同じように、①目的、②手話の意
　義、③基本理念、④県の責務、⑤市町との連携及び協力、⑥県民
　の役割、⑦事業者の役割でいいのではないかと思う。
　（大久保委員）

・日常生活等において、実際に困っていることを記載する（電話が
　できない、満員電車に乗れない、緊急アナウンスが聞こえない）。
　（山内委員）

・理念でなく、実際の運用がはかられるような条例にする。
　（岡野委員）

・条例全体の構成は、鳥取県の条例に学ぶことが適切かと思う。鳥
　取県の条例に学んで、手話学習の機会確保、手話を用いた情報
　発信、手話通訳者の確保・養成、手話に関する調査・研究、財政
　上の措置、手話施策推進協議会などが必要かと思う。（岡野委員）

・ろう者の立場に立った条例にするとともに、個別規定は盛り込む
　べきであると思う。その意味から、鳥取県が一番参考になると思
　われる。（長田委員）

・群馬県手話言語条例をたたき台として検討をすべき。（倉本委員）

・条例の中に個別規定までできる限り書き込むことによって実効性
　のある条例とすべき。（倉本委員）

【その他】



三重県手話言語に関する条例検討会 今後のスケジュール見通し（案） 

 

第７回検討会 ２月26日 各委員から提出されたについて、当該提出委員から

説明、質疑応答 

 

第８回検討会 ３月11日 座長が提示する論点を中心に委員間討議 

第９回検討会 ３月22日 座長が提示する論点を中心に委員間討議 

 

第10回検討会 ４月上旬 座長が提示する条例案たたき台（座長案）をもとに

委員間討議 

第11回検討会 ４月中旬 第10回の討議を踏まえた条例案たたき台（座長修正

案）をもとに委員間討議。 

検討会の意見を統一し、【検討会案】として取りまとめ 

 

 

 

パブリックコメントの募集 第11回終了後(４月中旬)～５月中旬･･･所要１か月 

書面等で意見照会    ・ 関係団体 

・ 先行して条例を制定している松阪市及び伊勢市 

・ 県内市長会及び町長会 

・ 執行部 

 

第〇回検討会（必要に応じて４月下旬から５月中旬） 

【検討会案】に対して執行部や関係団体の意見聴取  

 

第12回検討会 ５月下旬 パブリックコメントや各意見照会に対する回答を踏

まえて、委員間討議。これらを反映して【検討会案】

を最終修正。 

 

全 員 協 議 会 ６月中旬 最終修正した条例案（案）を説明 

第 13 回検討会 ６月中旬 条例案を最終確定、提出議案に署名、条例案提出 

代 表 者 会 議 ６月中旬 提出した条例案を説明 

議会運営委員会 ６月中旬 提出した条例案を説明 

本 会 議 ６月中旬 提案説明 

委 員 会 付 託 ６月下旬 附託された委員会において質疑 

本 会 議 ６月 30 日 採決 

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
見
通
し 

資料３ 

４月中旬   検討会として、一度、条例案を確定 
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